
省エネルギー機器の導入地域
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再生エネルギー
導入有無

無し

有り

東京島嶼部

沖縄・奄美諸島

付加価値（GRP）で1,000億円以下の小規模
な自治体約970自治体に省エネルギー機器
を導入する。

970自治体
に導入
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省エネ機器導入の経済影響の推計結果①

省エネ機器の導入による付加価値額の増分は、全体で7,219億円、うち製造業（石油・石炭産業を除く）
で6,070億円、製造業以外で1,149億円である。

省エネ機器を導入した地域で製造業の付加価値額が増加し、製造業以外の産業で付加価値額が減少
する。一方、省エネ機器を導入していない地域では製造業の付加価値額が減少し、製造業以外の産業
で付加価値額が増加している。

これは省エネ機器を導入した地域では製造業の生産性が上がったことによって、製造業以外の生産要
素（労働・資本）が製造業へシフトし、製造業以外の産業の生産額が減少したためである。

また、省エネ機器を導入していない地域では導入した地域からの製造業製品の移入が起こる。これにより、
これらの地域では製造業が打撃を受け、製造業以外での生産が増加し、付加価値額が増加する。

付加価値額の変化

省エネ機器の導入による便益は、約13.2兆円である。

これは、製造業の生産増により日本全体で製造業製品価格が下落し消費量が増加するためである。

また、省エネ機器を導入していない地域では、製造業製品の移入に加え、製造業以外の産業でも生産
が増加し価格下落と消費増が起こっているため、製造業、製造業以外の産業ともに消費量が増加し、全
体として便益が大きくプラスとなっている。

便益の変化



省エネ機器導入の経済影響の推計②付加価値額（合計）
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付加価値変化量
（億円）

6～8

～2

8～10

10～

4～6

2～4

東京島嶼部

沖縄・奄美諸島

付加価値額の増分は、主に省エネ機器を導
入した地域で増加する傾向にある。

総額
約7,219億円増



省エネ機器導入の経済影響の推計③付加価値額（製造業）
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付加価値変化量
（億円）

6～8

～2

8～10

10～

4～6

2～4

東京島嶼部

沖縄・奄美諸島

製造業の付加価値額でみると、省エネ機器
を導入した地域では付加価値額の増分が高
くなっている傾向にある。

総額
約6,070億円増



省エネ機器導入の経済影響の推計④付加価値額（製造業以
外）
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付加価値変化量
（億円）

6～8

～2

8～10

10～

4～6

2～4

沖縄・奄美諸島

製造業以外の付加価値額が増加している地
域は、省エネ機器を導入していない地域に
多い。

総額
約1,149億円増



省エネ機器導入の経済影響の推計⑤総便益（EV）
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EV
（億円）

6～8

～2

8～10

10～

4～6

2～4

東京島嶼部

沖縄・奄美諸島

元々GRPが高く省エネ導入を行っていない地
域で、省エネ機器導入の便益が非常に大き
くなっている。

総額
約13.2兆円
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（３）まとめ



モデルによる施策効果の推計結果まとめ
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施策
CO2変化率

経済影響
総量 うち自動車

ガソリン税導入
（1,500円/L）

-5.35% -31.10%
帰着便益

▲77.3兆円

3環状道路整備 +0.02% +0.10%
帰着便益

6,627億円

リニア新幹線整備 -0.81% -4.70%
帰着便益

4,040億円

地域再エネ導入 -9.00% -
付加価値額

1,160億円増

地域省エネ機器導入 - -
付加価値額

7,219億円増

モデルによる施策効果の推計結果

ガソリン税1,500円/L導入によるCO2排出削減率は-5.35％、帰着便益は-77.3兆円である。

3環状道路の整備ではCO2削減率は+0.02％、帰着便益は6,627億円である。

リニア新幹線整備による影響はCO2排出削減率は-4.70％、帰着便益は4,040億円である。

地域への再生可能エネルギー（地中熱）導入による影響はCO2排出削減率は-9.0％、付加価値額は
1,160億円増である。

地域への省エネ機器導入による影響は、付加価値額で7,219億円増である。
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２-４．地方公共団体実行計画策定のため
のフレームの提示

及び要因分析手法の確立
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（１）地方公共団体実行計画策定のためのフレ
ームの提示および要因分析手法の確立



運輸部門におけるCO2排出要因分析の考え方

運輸部門におけるCO2排出の要因分析には、交通面、土地利用面、経済面での分析が必要となる。

構築したデータベースやモデルからのアウトプット等から、三側面での要因分析項目について整理を行っ
た。

⇒これらの分析項目のうち数値化できるものはシステム・ツール化することにより、自治体担当者
が実行計画を策定する際の作業負担を軽減する。

１．交通面の要因分析項目

•【人口・従業者の分布】人口や従業者の分布は、移動の目的地選択等に影響を与える。集中／分散の程度を把
握し、コンパクト化関連施策の検討のための基礎情報とする。

•【都市計画との関連】人口・従業者の分布を、都市計画の状況と照らし合わせて、低炭素化の観点から目指す
べき都市構造と都市計画の整合を担保することも重要。

２．土地利用面の要因分析項目

•【交通量の分布】人々がどこからどこへ、どの程度移動しているのかを空間的に把握する。

•【交通ネットワーク】道路網が郊外部まで広く整備されていたり、公共交通網が未熟な場合には、自動車がよ
く利用され、移動距離も長くなるため、CO2排出量が大きくなる要因となる。

•【交通量の内訳】交通手段分担率の他、移動目的（旅客）、車種・品目（貨物）の内訳を把握し、セグメント
別に有効な対策を講じる。

•【中心市街地と郊外の状況】中心市街地と郊外のどちらが発展しているかは、人々の目的地選択に影響を与え、
自動車からのCO2排出量の要因となる。

•【産業構造】産業構造によって、物流の経路が異なるため、これも主に貨物自動車からのCO2排出を左右し得る。

３．経済面その他の要因分析項目
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実行計画策定のためのシステム・ツール①フレーム提示

自治体名を指定

将来人口フレーム

×

シナリオを指定

将来GRP水準
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将来の見通しは、将来のわが国全体の人口フレーム、GDPフレームおよび、交通インフラ整備などを加味
したシナリオに応じた市町村別のBAUフレームである。



実行計画策定のためのシステム・ツール②要因分析
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比較的
コンパクト

な都市構造

同様な人口規模の都市よりも
CO2排出が少ない傾向

CO2排出要因分析は、現況のCO2排出量構成に加え、経済（GRP、産業など）、土地利用（DID人口密度）、交通（トリップ
長、自動車分担率）の側面で同様な人口規模の都市の比較を行い、実行計画策定に役立てる。



実行計画策定のためのシステム・ツール③目標設定
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市町村別CO2排出量およびCO2排出削減ポテンシャルの推計結果を用いて、自動車からのCO2の全国
削減目標と整合しつつ、削減費用が最小となる市町村別のCO2排出削減量を提示する。
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２-５．欧州の研究機関との協働
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欧州の研究機関との協働

モデル名 MOVEET model TIGRIS XL model

ゾーン分割 57ゾーン（全世界） 1,400ゾーン（オランダ）

ターゲット年 2050年 -

特徴

交通需要モデル、モード選択モデル、環境モデ
ル、経済モデルを統合した部分均衡モデル。
GDPと人口により交通需要を計算し、各モード
に分配したのち、走行キロから燃料消費量・
CO2排出量が計算される。経済効果は、交通モ
デルでの効用と環境モデルでの燃料消費量から
計算される。

100,000リンクのネットワークからなる土地利
用・交通モデル。
同時均衡ではなく、5年スパンでの土地利用と
交通の相互作用を計算し、30年先を予測する構
造である。

2014年9月、MOVEET model を開発するTML社（Transport & Mobility Leuven）、およびＴＩＧＲＩＳ XL 
model を開発するSignificance社を訪問し、互いのモデルに関して意見交換を行った。

TML社およびSignificance社のモデル概要

H26年度の活動

2015年10月15～16日に、JSCE-NWO二国間共同セミナー「The 5th International Seminar on 
Integration of Spatial Computable General Equilibrium and Transport Modeling –」を神戸大学六甲
ホールにて開催し、本研究成果を広く世界に発信する。

また、本研究の研究アドバイザーであるLori Tavassvy教授, Johannes Brocker教授等を招聘し、日欧
の交通インフラ整備プロジェクトの現状と将来の動向及びモデルの役割について議論する予定である。

今後の予定
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３．本研究の成果と
政策インプリケーション



本研究の成果

103

交通および経済のデータベースを構築し、自治体別データを作成した。これにより、
マクロレベルと自治体レベルで整合的な実行計画策定に活用可能なデータが整備
された。

経済モデル、土地利用モデル、交通モデルの構築・統合を行った。これにより、以下
のようなマクロレベルおよび自治体レベルの様々な施策を相互の整合性を確保した
上で一体的に評価することが可能となった。
（１）地方公共団体実行計画出策定された自治体単位での低炭素施策効果の評価
（２）全国および広域でのインフラ整備の影響評価
（３）エネルギー政策の影響評価

評価モデルの構築により、運輸部門の施策にかかる経済、生活、社会、環境などの
様々な側面の評価が可能となった。これにより、環境という側面だけでは住民の合意
を得ることが困難であった低炭素化施策について、住民の関心の高い経済、生活、
社会等での影響を示し、地域における低炭素化施策の実行性を高めることが期待
できる。

構築したモデル・データベースを用いたCO２排出の要因分析及び分析プロセスを
ツール化を行った。これにより、自治体の実行計画策定担当者の作業負担が軽減
されると期待できる。



政策インプリケーション
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（１）運輸部門における人口規模別のCO2排出量

（２）ガソリン税導入による人口規模別のCO2削減効果効果

（３）都市類型ごとに有効な低炭素化施策の評価

（４）大規模交通インフラ整備によるCO2排出量と経済効果への影響評価

リニア中央新幹線整備によって自動車CO2排出量は全国で約4.7％減少する。これは主に各駅停車のリンクで自動車から
リニア新幹線への転換が起こるためである。

3環状道路整備によって自動車CO2排出量は全国で約0.1％増加する。一方、整備による経済効果は帰着便益で6,627
億円である。3環状道路のルート沿を中心に概ね正の便益が表れるが、東京湾岸沿いの一部では混雑発生により、負の便
益が現れるゾーンが存在する。

低炭素化施策は、拡散型都市構造、集約型都市構造、公共交通の整備度等の都市類型ごとに有効な施策が異なる。拡
散型都市は主に自転車利用環境整備や市街化区域外の居住人口制限、集約型都市では公共交通の利便性増進の施
策が有効である。

ガソリン税導入により自動車CO2排出量を仮に約30％削減させる場合、東京、大阪などの大都市圏と地方部の人口5万
人以下の自治体の双方で効果が高い。大都市圏では公共交通などの代替交通手段が整備されている一方、地方部では
行先の変更や外出頻度を減らすためである。

現況の市町村別の一人当たりCO2排出量は、人口５万人以下の市町村が最も大きく、人口規模が大きくなるにつれ減少
する。

（５）地域における再エネ導入による影響

地域に再エネ（地中熱）を約9,864億円導入した場合のCO2排出総量の削減率は約9.0％である。

再エネ導入により付加価値額は約1,160億円増。地域別では、再エネを導入した地域は概ねGRPが増大し、再エネを導
入していない地域では減少している。

また、産業ごとでは、既存のエネルギー産業（石油・石炭産業）の生産額が高い地域での付加価値額の減少が大きい
傾向にある。
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